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さいたま市長２月定例記者会見 

平成３１年２月１日（金曜日） 

午後１時３０分開会 

 

〇 進  行   定刻となりましたので、市長定例記者会見を始めさせていただきます。 

         それでは、記者クラブ幹事、朝日新聞社さん、進行よろしくお願いいたし

ます。 

〇 朝日新聞   ２月の幹事社の朝日新聞です。 

         まずは、市長から、予算案のことになるかと思いますが、ご説明をいただ

けますでしょうか。お願いします。 

〇 市  長   皆さん、こんにちは。 

         本市では、平成２３年３月に全国の政令指定都市に先駆けてノーマライゼ

ーション条例を制定し、誰もが同じように安心して暮らせるまちづくりを進

めています。 

         その一環として、２月２３日土曜日、桜区のサイデン化学アリーナにおき

ましてブラインドサッカーの国際親善試合、「さいたま市ノーマライゼーシ

ョンカップ」を開催いたします。日本女子代表チームとＩＢＳＡ（国際視覚

障害者スポーツ連盟）世界選抜が対戦をしまして、市内で活動しているブラ

インドサッカーチーム「埼玉Ｔ．ｗｉｎｇｓ」の菊島選手や大作選手らの活

躍が期待されております。 

         また、３月３０日、３１日に開催されます「さいたマーチ見沼ツーデーウ

オーク」ですが、現在参加者を募集しております。日本一の桜回廊などのす

ばらしいロケーションとあわせて、見どころ満載のコース設定ですので、記

者の皆さんもぜひ参加して、さいたま市の良さを実感していただければと思

います。 

         それでは、本日の議題に入らせていただきます。 

 

 

 

         初めに、議題１、「平成３１年２月定例会提出議案」についてご説明をさ

せていただきます。 

市長発表：議題１「さいたま市議会２月定例会提出議

案について」 
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         まず、２月定例会でございますが、２月６日に開会をいたします。議案数

は、全部で６９件になります。 

         内訳といたしましては、予算議案３２件、条例議案１８件、そして一般議

案７件、道路議案２件、そして人事議案１０件になっております。 

         予算議案についてご説明をしたいと思います。 

         まず、平成３１年度の当初予算のキャッチフレーズは、「２０２１年の先

の『新たなさいたま市の創造』に向けた『充実予算』」と名づけます。この

キャッチフレーズにかける思いとしては、成人期を迎える成熟したさいたま

市として、今までを振り返り、新たなステージを迎えるまでの間、「必要な

こと」、そして「さらに前に進めるべきこと」をしっかりと充填、充足し、

さらには拡充をしていく予算であるということです。 

         平成３１年度当初予算は、予算要求時点では多額の収支不足が生じる厳し

い予算編成となりましたが、各計画などを着実に実施する事業について予算

を重点的に配分し、次の３点を予算の特徴としました。 

         平成３１年度の当初予算の特徴でございますが、まず１点目ですが、東日

本の中枢都市としての地位を確立するため、東日本連携の取組を加速化させ

て、東日本の対流拠点にふさわしい都市機能の充実を図る予算でございます。 

         そして、２点目として、東京２０２０大会を契機にスポーツに対する関心

や参加意欲が高まる中、健康で活力ある「スポーツのまち さいたま」の実

現に向けて、健康増進につながるスポーツ環境の充実を図る予算でございま

す。 

         そして、３点目でございますけれども、少子高齢化社会の急速な進行、ま

た地域コミュニティ力の低下に対応するため、子育てを応援し、誰もが健や

かに安心して暮らせる環境や、きめ細かで質の高い教育環境の充実を図る予

算でございます。 

         まず、予算規模でございます。 

         一般会計は、社会保障関連経費である扶助費の増大によりまして、前年度

比０．４％増の５，５６８億３，０００万円でございます。 

         また、特別会計でございますが、国民健康保険事業特別会計など１４会計

を合わせまして、前年度比１．０％の増の３，１１８億４，２００万円とな

っております。 
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         そして、次に企業会計でございますが、これは下水道事業会計など３会計

を合わせまして、前年度比５．７％増の１，３７９億６，６２８万９，０００円

でございます。 

         全会計総額でございますけれども、これは前年度比１．３％増の１兆

６６億３，８２８万９，０００円でございまして、この全会計の予算総額は、

さいたま市誕生以来、過去最大規模の予算になります。 

         続きまして、主な新規事業、拡大事業等について、２３項目についてご紹

介をしたいと思います。 

         まず、１番目でございます。「きれいで快適なまちづくりを推進」として、

「環境美化重点区域及び路上喫煙禁止区域の拡大」でございます。これは、

東京２０２０大会の会場最寄り駅周辺区域等における環境美化を推進する

ために、新たに５駅周辺を「路上喫煙禁止区域」に指定して、指定喫煙場所

の整備をするものでございます。予算額は１億３，８７３万５，０００円で

ございます。 

         ２番目でございますが、「環境未来都市の実現に向けて」として、「脱炭素

型地域交通モデルの構築」でございます。これは、東京２０２０大会での会

場間アクセスを向上させる次世代バスの導入に合わせ、多様な電動モビリテ

ィを一体的また複合的に活用する脱炭素型地域交通モデルを構築するため

の新たな事業スキームを策定するものでございます。これは、予算額として

は１億８，８２７万３，０００円を計上しております。 

         ３番目でございます。これは、「重度障害者が地域で安心して暮らせるた

めに」として、「グループホームに対する支援の拡充」でございます。これ

は、医療的ケア等が必要な重度障害者が地域で安心して生活できるよう、グ

ループホームの運営費の補助を新たに実施するものでございます。予算額と

しましては１，６０３万円でございます。 

         ４番目といたしましては、同じく「重度障害者が地域で安心して暮らせる

ために」として、「在宅就労中の介護サービスの提供」でございます。これ

は、常時介護が必要な重度障害者が在宅就労中におきましてもトイレ介助な

どの日常生活上の支援が受けられるように、新たに介護サービスの提供を行

うものでございます。予算額としては２９８万円でございます。 

         続きまして、５番目でございます。「高齢となっても暮らしやすい都市の
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実現」として、「（仮称）セカンドライフ支援センターの開設」でございます。

これは、中高年齢層の社会参加を促進し、市民一人ひとりが生涯現役として

地域の中で活躍できるよう、就労、ボランティア、また余暇活動に関する情

報を集約して発信をする「（仮称）セカンドライフ支援センター」を開設す

るものでございます。予算額としては１，５５９万４，０００円を計上して

おります。 

         続きまして、６番目でございます。「安心して長生きすることができる地

域社会の実現」として、「高齢者等の移動支援事業（モデル事業）の実施」

でございます。これは、平成３０年度の調査検討結果を踏まえて、日常生活

に必要な買い物や通院など、高齢者等の外出を支援するために社会福祉法人

や地域住民等が主体となった移動支援の活動を行う団体に対して活動経費

の補助を新たに実施するものでございます。予算額は１８０万円でございま

す。 

         ７番目でございます。「充実した医療提供体制の確保」として、「さいたま

市立病院新病院の開設」でございます。これは、地域完結型医療の要として、

安定した医療の提供と救命救急センター設置等による医療提供体制の強化

を図り、新病院を開設するものでございます。予算額は６４億５，１２９万

３，０００円でございます。 

         続きまして、８番目でございます。「安心して子どもを育てることのでき

る環境づくり」として、「放課後児童クラブの充実による待機児童解消」で

ございます。これは、放課後児童クラブにおける待機児童の解消を図るため、

２０カ所の民設クラブの開設経費を一部助成するなど、児童の受け入れ規模

を拡大するものでございます。予算額は６，６０５万６，０００円となって

おります。 

         続きまして、９番目でございます。「幼児教育の充実や多様な保育需要に

対応するために」として、「私立幼稚園等の預かり保育の推進」でございま

す。これは、私立幼稚園等の預かり保育事業に対して費用の一部を助成する

ものでございます。また、保育が必要な園児について、幼児教育・保育の無

償化に対応するとともに、新たに「子育て支援型幼稚園」における預かり保

育利用料の一部を助成するものでございます。予算額は９億４０万

１，０００円となっております。 



 
5 

         １０番目でございます。「保育の質の向上や、安定した保育施設の運営を

支援するために」として、「保育人材確保対策の更なる強化」でございます。

これは、保育士養成施設の学生や潜在保育士などを対象とした就職支援等を

実施するほか、保育事業者に対して保育士用宿舎の借り上げに係る経費の補

助、また新たに用務員配置に係る経費の補助を実施するものでございます。

予算額としましては３億７，１４６万円でございます。 

         続きまして、１１番目でございます。「健康で活力ある『スポーツのまち

さいたま』の実現」として、「スポーツ施設の拡充とスポーツシューレの整

備」でございます。これは、市民の体力向上及び健康増進を図るため、気軽

にスポーツを楽しむことができる多目的広場１カ所を新たに整備するとと

もに、東京２０２０大会の気運醸成を図るため、バスケットボールコート

２カ所を新たに整備するものでございます。また、民間力を最大限に活用し

た「スポーツシューレ事業」として、新たに女子サッカー等活性化事業など

を実施するものでございます。予算額は１億２，０１７万５，０００円でご

ざいます。 

         １２番目でございます。「オリンピック・パラリンピックへ向けての気運

醸成」として、「東京２０２０大会開催に向けた取組」でございます。これ

は、オリンピック・パラリンピック競技等を体験できるイベントを開催する

ほか、新たに大会フラッグを商店街等の街路灯に掲出するなど、東京

２０２０大会の気運を醸成するものでございます。予算額としては

５，４７３万１，０００円でございます。 

         次に、１３番目でございますが、「未来を生き抜く力をはぐくむ」として、

「ＩＣＴを活用したアクティブ・ラーニングの推進」でございます。これは、

教育の情報化を推進し、確かな学力を育成するために、新たに３５校の中学

校にタブレット型コンピューターを配置し、ＩＣＴ環境の整備を行うととも

に、アクティブ・ラーニングの視点から授業改善を図るため、タブレット型

コンピューターに導入するソフトウエアを整備するものであります。予算額

としては９億３，１１９万２，０００円でございます。 

         続きまして、１４番目でございます。「心のサポートを推進」として、「Ｓ

ＮＳを活用した相談の実施」でございます。これは、市立の中学校あるいは

中等教育、高等学校の生徒の不安や悩みに対して、ＳＮＳを活用した相談を
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新たに実施するものでございます。予算額は１，１７４万円でございます。 

         続きまして、１５番目でございますが、「学校を核とした地域づくりの推

進」として「コミュニティ・スクールの導入」でございます。これは、学校

を核とした地域づくりを推進するため、地域住民の代表や保護者代表、学校

教職員代表などが参加するコミュニティ・スクールを７校に先行導入するも

のでございます。また、フォーラムの開催であるとか、あるいは保護者、地

域住民への意識調査を実施するものでございます。予算額は１０４万円でご

ざいます。 

         １６番目は、「東日本の対流拠点都市にふさわしい都市機能の充実・強化」

として、「大宮駅グランドセントラルステーション化構想の推進」でござい

ます。 

         これは、東日本の中枢都市としての競争力強化に向けまして、大宮駅グラ

ンドセントラルステーション化構想の推進を図るため、大宮駅の機能の高度

化、交通基盤の整備及び駅周辺まちづくりの検討等に取り組み、「（仮称）Ｇ

ＣＳプラン案」を作成するものでございます。予算額としましては１億

３，７１５万２，０００円でございます。 

         １７番目でございますが、「道路環境の改善」として、「暮らしの道路・ス

マイルロード整備事業」でございます。これは、安全で快適な道路環境の向

上を早期に実現していくために、幅員が４メートルに満たない生活道路の拡

幅整備、また道路の排水能力の向上、舗装の再整備等を速やかに進めていく

ものでございます。予算額は３７億６，６１６万４，０００円でございます。 

         １８番目でございますが、「岩槻の魅力を生かした産業・観光の振興及び

地域活性化拠点」として、「にぎわい交流館いわつきの整備」でございます。

これは、岩槻の歴史及び文化の発信、産業及び観光の振興、地域活性化拠点

として岩槻人形博物館との同時開館を目指し、「にぎわい交流館いわつき」

を整備するものでございます。予算額は２億８，５６０万円でございます。 

         次に、１９番目でございますが、「東日本連携を加速化」として、「（仮称）

東日本連携支援センターの本格始動」でございます。これは、東日本の「食」

や「地域の産業」を中心に、交流、発信、活性化を促進し、東日本連携を加

速化させるため、「（仮称）東日本連携支援センター」を本格始動し、新たに

各地のプロモーションであるとか、あるいは商談会等を実施するものでござ
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います。予算額としては１億３，６６２万６，０００円でございます。 

         ２０番目でございますが、「東日本地域への観光客誘客に向けて」として、

「東日本連携広域周遊ルートのプロモーション」でございます。これは、東

京２０２０大会の開催を契機に、本市をはじめとする東日本地域への観光客

誘客を促進するため、新たにＳＮＳなどを活用したプロモーションを実施す

るものでございます。またラグビーワールドカップ開催に合わせましたプロ

モーションについても新たに実施するものでございます。予算額としまして

は４，７４６万３，０００円でございます。 

         ２１番目でございますが、「安心して暮らせるまちづくりの推進」として、

「既存ブロック塀等改善事業の創設」でございます。これは、地震で倒壊の

おそれのありますブロック塀を改善するための助成制度を新たに創設する

ものでございます。予算額としては３，０００万円でございます。 

         ２２番目でございます。「地域の絆を育む」として、「自治会への加入促進

及び支援」でございます。これは、地域コミュニティの活性化を図るため、

市民への啓発活動や自治会活動に対する支援を行うとともに、新たに「自治

会区域図」を整備しまして、市のホームページに掲載するものでございます。

予算額は２億８，８６７万７，０００円でございます。 

         ２３番目でございますが、「市の施策・サービスの質を高め、市民満足度

の高い市役所を構築」として、「ＩＣＴを利活用した働き方改革の推進」で

ございます。これは、ＩＣＴを利活用した働き方改革を推進するために、Ｒ

ＰＡシステムを試行導入して、契約事務等における定型業務を効率化するほ

か、保育施設利用調整（入所の選考）についてＡＩを導入していくものでご

ざいます。予算額としては１，８２８万３，０００円でございます。 

         最後に、主な条例議案でございますが、「さいたま市消防本部及び消防署

の設置等に関する条例」の一部改正でございます。これは、「さいたま市消

防力整備計画」に基づき、片柳地区に消防署を新設しまして、見沼消防署の

機能を移転するものです。移転場所につきましては、見沼区大字片柳

１０８７番地１でございます。開署日は、平成３１年４月１日を予定してお

ります。 

         今回の施設整備によりまして、見沼区をはじめ、本市の消防体制をより一

層強化し、市民の安心安全を図っていきたいと考えております。 



 
8 

 

 

         続きまして、議題２でございます。平成３１年度の組織改正についてご説

明をさせていただきます。 

         主な組織改正について、まずは「組織体制の強化のための再編等を行う組

織」についてですが、まず１つ目でございます。「都市戦略本部の機能の強

化」についてでございます。都市戦略本部に「情報政策部」と「未来都市推

進部」を設置します。これは、市民局にございます情報政策部を市民局から

都市戦略本部に移管をするものでございます。より積極的なＩＣＴの利活用

により、働き方改革を含めた行財政改革を推進する体制を強化してまいりま

す。 

         また、都市戦略本部に「未来都市推進部」を設置します。これは、現在、

都市戦略本部の東部地域・鉄道戦略部で取り組んでおります「東部地域の成

長、発展」あるいは「地下鉄７号線延伸促進」とあわせて、現在、環境局の

環境共生部環境未来都市推進課で取り組んでおります「次世代自動車・スマ

ートエネルギー特区」における重点事業を加速度的に推進していくことを目

的としております。そして、環境未来都市の実現のために、組織体制をより

一層強化していくという狙いでございます。 

         続いて、「シティセールスの推進と広報事業の連携の強化」ということで、

これまで都市戦略本部の中にありましたシティセールスを市長公室のほう

に移管しまして、「シティセールス推進課」を設置いたします。そして、こ

れまで以上に効率的、効果的な広報事業との連携を図りながら、このシティ

セールスをさらに強力に進めてまいりたいと考えております。 

         続きまして、３点目でございますが、「人権政策・男女共同参画の推進」

でございます。市民局に新たに「人権政策・男女共同参画課」を設置いたし

ます。現在総務局総務部に人権政策推進課と市民局の市民生活部に男女共同

参画課がございますが、それを統合しまして「人権政策・男女共同参画課」

を設置します。様々な人々が共存、共生、参加できる、人権が尊重される社

会の構築を強力に推進し、多様化する人権問題に総合的、効果的に対応して

いくための組織改正でございます。 

         次に、４点目でございますが、「オリンピック・パラリンピックとスポー

市長発表：議題２「平成３１年度組織改正案について」 
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ツ文化政策の連携の強化」ということで、スポーツ文化局に「オリンピック・

パラリンピック部」を設置するものでございます。東京２０２０大会の開催

を控えて、スポーツ、文化芸術への関心が一層高まる中、オリンピック・パ

ラリンピック部を都市戦略本部からスポーツ文化局へ移管をするものでご

ざいます。 

         また、平成３１年、２０１９年９月に開催されますラグビーワールドカッ

プ２０１９大会公認チームのキャンプ地としての整備と連携を強化してま

いります。これまで進めてきたスポーツ行政あるいは文化の行政とオリンピ

ック・パラリンピック、あるいはワールドカップとさらに連携を強化して、

強力に進めていこうという組織改正でございます。 

         続きまして、「新設、廃止する組織」についてご説明します。 

         まず、１つ目は建設局土木部に「広域道路推進室」を新設します。これは、

新大宮上尾道路の整備促進であるとか、あるいは首都高速道路の埼玉新都心

線の延伸に向けまして、国や県との協議や調整を行う部署として新設します。 

         そして、２つ目が「さいたま市見沼消防署春野出張所」の設置であります。

先ほど条例議案のところで説明した見沼消防署が新庁舎に移転することに

伴いまして、旧の見沼消防署庁舎に「春野出張所」を設置するものです。 

         なお、見沼消防署の新庁舎移転については平成３１年２月定例会における

「さいたま市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する

条例」の議決を伴うものであるため、議案議決後の決定になります。 

         続きまして、廃止の部分でございますが、「大宮区役所新庁舎建設準備室」

の廃止をします。平成３１年５月７日に大宮区役所新庁舎を開設することか

ら、市民局区政推進部にあります大宮区役所新庁舎建設準備室を廃止します。 

         そして、（４）でありますけれども、建設局下水道部の「下水処理センタ

ー」を廃止します。これは、下水処理センターの包括業務委託に伴いまして、

建設局下水道部下水処理センターを廃止するものでございます。 

         「しあわせ実感都市、選ばれる都市」さいたま市の実現に向けて、主要施

策に的確かつ重点的に対応できるように、平成３１年度に行政組織の整備を

図ることを目的としているところでございます。 

         私からは以上でございます。 
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〇 朝日新聞   ありがとうございました。 

         では、幹事社として、まずご用意させていただいた質問をさせていただき

ます。今、お話しいただきました予算案なんですけれども、今回の予算編成

の要となる方針ということをもう一回ご説明いただきたいということと、そ

れが過去の予算編成とどう違うのかということについても触れてください。

それから、個別の施策として、清水市長が特にここは重点だというところは、

今いただいた中でもどこというふうに言えるでしょうか。それから、あと少

子高齢化対策、人口増加の中で、先を見据えた少子高齢化ということですけ

ども、その部分に配慮した予算というのはどこかをもう一度ちょっといただ

ければと。過去と、それがどう違ってきたかということについても触れてく

ださい。よろしくお願いします。 

〇 市  長   それでは、幹事社質問に順次お答えしたいと思います。 

         まず、平成３１年度の当初予算でございますが、交通の要衝、また災害に

強いという２つの優位性、また教育・環境・健康・スポーツの４つの強みを

最大限に生かし、「高品質経営市役所への転換を図り、市民一人ひとりがし

あわせを実感できる都市」、また「誰もが住んでいることを誇りに思えるさ

いたま市」の実現に向けた予算を編成することとし、具体的には次の３点が

その特徴として挙げられます。 

         まず１点目は、先ほどもお話ししましたが、東日本の対流拠点にふさわし

い都市機能の充実を図るということ。２点目は、健康で活力ある「スポーツ

のまち さいたま」の実現に向けて、健康増進につながるスポーツ環境の充

実を図ること。３点目としては、子育てを応援し、誰もが健やかに安心して

暮らせる環境や、きめ細かで質の高い教育環境の充実を図ることでございま

す。 

幹事社質問：新年度の当初予算案について 

① 予算編成の要となる方針、過去の予算編成との差

異。 

② 個別の施策で特に重点を置いたもの。 

③ 人口増加後の少子高齢化に配慮した予算、過去と

の違い。 
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         過去の予算編成との違いでございますが、さいたま市は２年後の

２０２１年で誕生から２０年を迎えることになります。いわゆる人間で言え

ば成人を迎える成熟したさいたま市として、本市を中長期的に展望して様々

な計画を展開し、また新たなステージに発展していくことが必要であると考

え、この２０２１年までの３年間で、今までを振り返り、また新たなステー

ジを迎えるまでの間に必要なこと、また準備しなければならないこと、さら

に前に進めるべきことをしっかりと行ってまいりたいということで編成し

たものでございます。 

         平成３０年度は、このような取組にかかるスタートの年であったことから

「展開予算」と名づけましたが、来年度は「充実予算」と名づけているとこ

ろであります。 

         来年度はさらに前に進めるべきことをしっかりと充填、充足し、さらに拡

充をしていく必要があり、２０２１年の先の新たなさいたま市の創造に向け

た充実予算としてございます。 

         個別の施策で重点を置いたものについてでございますが、先ほど説明した

編成の要となる方針に基づいて予算化を行った事業が、重点を置いた事業と

なります。 

         まず１点目としましては、「大宮駅グランドセントラルステーション化構

想」の実現に向けた取組を推進するために、まちづくりガイドライン案を含

む「（仮称）ＧＣＳプラン案」の作成、また「（仮称）東日本連携支援センタ

ー」の開設など、東日本の対流拠点にふさわしい都市機能の充実を図る取組

に積極的に予算化を図りました。これは、ハード、ソフト両面からというこ

とになります。 

         ２つ目としては、多目的広場１カ所、またバスケットボールコート２カ所

を新たに整備するほか、民間力を最大限に活用した「スポーツシューレ事業」

を推進するなど、健康で活力ある「スポーツのまち さいたま」の実現に向

けまして、健康増進につながるスポーツ環境の充実を図る取組に、積極的に

予算化を図らせていただきました。 

         ３つ目としては、子育て支援についてでございますが、保育所等の整備を

進めるとともに、子育て支援型幼稚園をはじめとした子育て家庭の様々なニ

ーズに応えられる多様な保育の受け皿の確保など、またグローバル化の加速
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にも対応し、活躍できる人材育成、地域が学校を育て、学校が地域を育てる

取組の実施など、子育てを応援し、誰もが健やかに安心して暮らせる環境、

きめ細かで質の高い教育環境の充実を図る取組に積極的に予算化を図って

きました。 

         そして、人口増加後の少子高齢化に配慮した予算配分、過去との違いとい

うことについてでございますが、まず高齢化に配慮した予算の部分について

は、中高年齢層の社会参加を促進し、市民一人ひとりが生涯現役として、地

域の中で活躍できるように、就労、ボランティア、余暇活動の情報を集約、

発信する「（仮称）セカンドライフ支援センター」を開設するための予算で

あるとか、あるいは身体的要因、また交通環境的要因など、様々な要因によ

って日常生活に必要な買い物や通院等の移動が困難な高齢者などの外出を

支援するためのモデル事業を実施する予算を確保したことが挙げられると

思います。 

         また、シルバーポイント事業、あるいは健康マイレージ事業など、健康寿

命の延伸には引き続いて取り組んでまいりたいと考えておりますし、また健

康経営企業認定制度の推進等によって、官民一体となって「スマートウエル

ネスさいたま」を推進していきたいと考えております。 

         これまで行ってきました事業も、引き続き同様に行ってまいりますけれど

も、地域全体で高齢者の生活を支え合う体制を強化していくような新たな取

組が、過去との違いであると考えております。 

         次に、少子化に配慮した予算部分でございますが、共働き世帯の増加、あ

るいは核家族化の進展によりまして、保育所あるいは放課後児童クラブの利

用希望者が年々増加しています。新たに子育て支援型幼稚園における預かり

保育利用料の一部助成を行うための予算を確保したことが挙げられます。 

         また、保育所等の整備を引き続き進めていくとともに、放課後児童クラブ

については２０カ所の民設クラブの開設経費を一部助成するなど、児童の受

け入れ規模を拡大するための予算を確保しました。 

         さらに、妊娠期から切れ目のない支援を実施していこうということで、

１０区の保健センターに整備をしました妊娠・出産包括支援センターにおい

て引き続き相談を実施するとともに、相談員を増員するための予算を確保し

たことも挙げられます。 
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         これらの内容が人口増加後の少子高齢化に配慮した予算で、過去との違い

であると考えております。 

         以上です。 

 

 

〇 朝日新聞   どうもありがとうございました。 

         それでは、そのほかに代表質問に関して質問がある方、挙手をしてお願い

します。 

         特に予算に関して質問はありませんでしょうか。 

〇 埼玉新聞   埼玉新聞でございます。 

         今回予算のキャッチフレーズを２０２１年の先の新たなさいたま市の創

造に向けた充実予算というふうに掲げていただきましたけれども、市長の心

の中で新たなさいたま市というのは、どういう姿なのでしょうか。 

〇 市  長   先ほどもお話ししましたけれども、ちょうど２００１年の５月にさいたま

市が誕生しました。旧の浦和、大宮、与野３市が合併し、また平成１５年、

２００３年には政令指定都市となり、また平成１７年、２００５年には岩槻

市と合併して、この２０年間、共通の思いや共通の経験を積み重ねながら、

多くの皆さんのご協力によって今日まで成長、発展することができました。 

         この約２０年で、一般の市から、文字どおり政令指定都市となり、その準

備、助走をしっかり進めてこれたのだろうと思います。２０２１年から先の、

まさにさいたま市のあり方としては、文字どおり１つの市として、また政令

指定都市として、周辺の市町村も含めまして、広域的な役割をしっかりと認

識しながら、さいたま市全体がしっかりと成長、発展し続けられる、持続可

能な成長ができる、そういったまちをつくっていく必要があると思っており

ます。 

         その中で、現在、既に開始をいたしましたが、第１期目、約２０年間のス

パンで進められてきた総合振興計画が、２０２０年度末をもって終了し、

２０２１年度に新たな総合振興計画のもとで新しいさいたま市のまちづく

りがスタートするわけでありますので、現在、その検討を多くの市民の皆さ

んに参画をいただきながら、あるいは有識者の皆さんにも参画をいただきな

がら、また職員も加わりながら、今、議論をスタートしたところであります。 

議題１に関する質問 



 
14 

         そのような形で、みんなで新しいビジョンを２０２１年に向けてしっかり

とつくり上げていきたいと思っております。 

〇 ＮＨＫ    ＮＨＫです。 

         個別の予算についてご質問３点あるんですけれども、それぞれ質問させて

いただいていいですか。４項目めの重度障害者が地域で安心して暮らせるた

めに、在宅就労中の介護サービスの提供ということなんですけれども、これ

はさいたま市が全国で初めてということでいいのでしょうか。 

〇 市  長   はい。 

〇 ＮＨＫ    また、これは国の判断では、就労中の介護サービスというのは経済活動に

当たるので、個人が収入を得たり、企業に奉仕したりするための時間なので、

国としては今支援をしないという判断になっていると思うんですけれども、

そこが、さいたま市が一歩踏み込んで補助する、助成をするということを決

めた背景には、どういうことがあるのですか。 

〇 市  長   それでは、ご質問にお答えしたいと思いますが、昨年度、１人の重度障害

者の方から、就労中の支援についてのご要望をいただいたことがきっかけと

なります。 

         障害者が働きたくても働けない状況、特に在宅の場合は、要するに普通の

日常生活と就労との区別が非常につきにくい、そんな状況もございます。そ

のような中で、障害者の方々が働きたくても働けない、そんな状況にあると

いう認識をしておりました。 

         そのような中で、これは本市だけに限られた話ではないと考えまして、昨

年来、国に働きかけをしてきました。そういった重度障害者の就労中の支援

についても、ぜひ支援対象に加えてほしいということでお話をしてきたとこ

ろでありますし、また地方分権の提案などでも、本市から提案をさせていた

だいたところでもございます。 

         しかしながら、２０２１年度の障害福祉サービス等報酬改定に向けて結論

を得るということで、事実上は先送りになったという状況がございました。 

         そのような状況を踏まえて、本市としては、平成２３年にノーマライゼー

ション条例を政令指定都市では初めて制定させていただきました。これは、

つくる過程で１００人委員会というのをつくって、障害のある人にもない人

にも参加をしていただいて、約１０回にわたってさまざまな議論をして、こ
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のノーマライゼーション条例、これを議論しながらつくり上げて、平成

２３年に制定したものです。 

         政令指定都市の中で初めて、また今もさいたま市しかないと考えておりま

すが、そのノーマライゼーション条例の柱は、障害者の皆さんの社会参加、

あるいはこれは就労も含めて、できるだけ合理的な配慮をして、それが全て

ではありませんけれども、障害者の方々にそういった社会参加や就労の機会

を得てもらおうということを柱の１つとした条例でありました。そういう意

味では、そういった条例を唯一、政令指定都市の中で持っている市として、

やはり国がまだ決定ができないということでありましたので、それに大きく

寄与するものだと判断をして、単独として実施をしようということを決めさ

せていただきました。 

〇 ＮＨＫ    こうした国の今制度があることに伴って、やはり働きたいけれども、ちょ

っと介助サービスが受けられないのでは今はやめておこうとか、一歩踏み出

せないという方も多いかと思いますけれども、こういう制度をさいたま市が

つくったことで、障害者の就労ですとか、例えば障害者を雇う雇用側がどの

ような形で受けとめていってほしいとお考えかということと、あと今国に要

望しているということですけれども、ほかの自治体に追随してほしいですと

か、国にも導入してほしいですとか、そのあたりどのようにお考えかお聞か

せください。 

〇 市  長   そういう意味では、もちろん事業所に出向いていって働くというケースも

あるし、障害のある方、障害のある方だけではなくて、障害のない方も含め

て在宅での仕事、業務ということも増えてきております。 

         その中で、特に先ほども言いましたけれども、仕事と日常生活との区別が

非常につきにくかったり、そのことで本来受けられるサービスが受けにくく

なっているという状況がありますので、それを私たちがサポートすることで、

この障害者の方々の就労であるとか、社会参加につながっていくということ

になることを私たちも大いに期待をしております。 

         最初は小さな一歩かもしれませんけれども、これによって多くの障害者が

社会参加や就労しようという意識につながっていただければと思っており

ますし、また事業者の方々にも、ぜひそういった制度も活用していただきな

がら、あるいは既存の制度ももちろんございますので、そういったものを有
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機的に活用しながら、障害者の雇用につなげていってほしいと思っておりま

す。 

 

 

〇 共同通信   共同通信と申します。 

         組織改正のほうの話で、人権政策・男女共同参画課を設置するという話が

あったかと思うんですが、先般の市長が既に表明されているＬＧＢＴ向けの

パートナーシップの関係、直近で千葉市でも交付式なるものがあったんです

けれども、およそのその開始の時期であるとか、制度の概要みたいなものが

固まっていたら教えてください。 

〇 市  長   現在パートナーシップ制度については、検討をちょうど進めている真っ最

中でございまして、具体的にどういう形になるとか、あるいはいつごろにな

るとかというのは、まだ具体的にお示しできる段階ではありませんが、来年

度中には実施ができるように検討を進めているということでございます。 

 

 

〇 東京新聞   東京新聞です。 

         予算なんですけれども、市債残高が非常に増えていまして、恐らく３１年

度末見込みで過去最高ぐらいのレベルではないかと思います。先ほど冒頭に

もあったように、非常に厳しい財政状況の中で、結構積極的な予算配分が目

立ちます。オリンピック・パラリンピックの影響が大きいかと思うんですが、

今後の財政再建、あと今、財調もかなり少なくなってきているし、大型事業

が終わったというふうに、昨日も事前でレクチャーを受けているんですけど

も、その辺の見込みというのは、市長の中でどういうふうに考えられている

でしょうか。 

〇 市  長   まず、財政状況の全体でいいますと、市債残高は過去最大にはなると思い

ます。ただ、この半分近くが、いわゆる臨時財政対策債でありまして、これ

は本来、国から交付金としていただくべきものを、そういったかわりにやっ

ている債権といいますか、借金であります。ということが一つ。 

         それから、１人当たりの市債残高でいうと、さいたま市は今、政令指定都

市２０市の中で、２番目に少ない。また、将来負担比率についても２番目に

議題２に関する質問 

議題１に関する質問 



 
17 

少ないという状況で、基本的には今まで非常に健全な、また比較的良好は財

政状況を維持してきたと自負しております。 

         ただ、昨年、あるいは一昨年ぐらいから皆様に申し上げているのは、やは

りさいたま市も人口減少があと１０年ぐらい、当初は２０２５年という推計

が出ておりましたので、２０２５年ということをイメージしておりましたが、

５年ほど伸びて２０３０年までは人口が伸びると。ただ、その後は人口減少

し、また、高齢化が進んでくるという推計になりました。 

         いずれにしても、この１０年ぐらいに、その１０年後の先を見据えた様々

な準備を今のうちから、まだ人口が増えている間にやっておくべきではない

かという考え方の中で、もちろん財政の健全性は極力維持をしていこうと。

ただ、これまで市民意識調査などでも、やはり道路とか、そういったものが

十分でないというようなご意見などもいろいろ頂戴していたり、あるいはま

ちづくりについて充実を図ってほしいというような声があったりしている

中で、やはりしっかりその辺、持続可能な成長ができる投資を、積極的に今

やっていこうと。もちろん健全な財政状況を踏まえつつということが大前提

でありますけれども、その中で積極的にやっていこうということで、昨年ぐ

らいからかなり積極的に取り組んできているとご理解いただければと思い

ます。 

         やはり人口減少の局面に入ってくると、歳入を上げていくことが極めて難

しくなってくる時代に入ってくると思います。だからこそ人口減少時代に入

った時にも、ある一定の歳入を読めたり、あるいは稼いでいけたり、そうい

った都市にしておくということ。今後、少子化、高齢化になった時に人口が

減るということは、あるいは現役世代が減るということは、歳入が大幅に減

ってくるということです。それは、イコールいろいろなサービスを減少させ

なくてはいけなくなるということでもありますので、そういったことの前に、

今のうちであればまだでき得ると思って、今積極的な取組をやっているとい

うことでご理解をいただきたいと思います。 

〇日本経済新聞  日経新聞です。 

         先ほどから、人口減に向けて積極的な投資をとおっしゃっているんですけ

れども、道路とかそのほかに、市長のほうでこういう項目を積極的にやって

いく必要があるんじゃないかと思うものがあれば、幾つか教えてください。 
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〇 市  長   大きく言えばインフラとまちづくりということなのでしょうけれども、私

たちが今申し上げているのは、予算方針の中の柱の一つにもなっていました

けれども、東日本の中枢都市になっていこうと考えております。 

         それは、どんな時代も、物や人がそこにたくさん来てくれる都市というの

は、発展し続けられると私は思っています。その中で、さいたま市はそうい

った交通の結節点としての機能が、今かなり備わっていると思っています。

さらに、この機能を高めていくことによって、多くの人や物、あるいは情報

が、このさいたま市に集まるようにしていくことで持続可能な成長、発展に

つながっていく。そのために、ソフト面とハード面での両面での充実を図っ

ていくことが必要だと考えておりまして、その一つは鉄道の機能を充実させ

るということでありますし、広域的な高速道路網の充実を図っていくという

こともあるでしょうし、あるいは空港とのアクセスを良くしていくというこ

ともあるだろうと思っております。 

         また、あわせてさいたま市にやはり降りていただかなくてはいけませんか

ら、それにふさわしい、多くの方々に集っていただける、交流ができる、そ

ういった機能、それは宿泊であったり、あるいはオフィスであったり、ある

いはＭＩＣＥ施設であったり、そういったものが、まださいたま市は十分で

ないと思っておりますので、そういった機能を合わせて高めていくことが、

持続可能な成長につながっていくのではないかと思っております。 

〇 朝日新聞   なければ、私のほうから。 

         予算に関してですけれども、今いろいろお話があって、財政状況は厳しく

なってきているというところなのですけれども、やはりそれは例えば義務的

経費が年々増えているところとか、いろんな指標、経済指標の中でも例えば

実質収支なんかも、３％、５％がふさわしいところ１％台というようなあた

りなんかは、市長のほうもそういった財政の硬直化なり、弾力性を失いつつ

あるということに対する危機意識などもお持ちということでしょうか。 

〇 市  長   それでは、ご質問にお答えしたいと思います。 

         まさに私自身もそういう意味では、全体比較論で言えば財政状況は良いと

申し上げましたけれども、しかしこれから、また今も含めて、やはりそうは

いっても非常に厳しい財政状況にあると認識しております。 

         特に今お話がありました社会保障関係経費、扶助費というか、民生費とい
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う言い方をしたらいいかわかりませんけども、これが年々、これは高齢者福

祉、あるいは福祉関係の経費でもあるし、あと子育て支援を含めた、そうい

った費用が、これは相当な勢いで右肩上がりで増えているという状況がござ

います。 

         その中で、先ほど言いました東日本の中枢都市をつくったり、あるいは

様々な取組をしていくということを並行してやっているわけでありますけ

れども、その中で私たちとして重要なのは、やはり市の予算を有効に活用し

ていくということはもちろんでありますけれども、あわせて民間の皆さんの

力を活用していくということ、これが大きな鍵だと思っております。それは、

お金ということもあるし、あるいはノウハウということもあるし、あるいは

一緒に取り組んでいくということもあるし、行政だけが予算をつけてやって

きて実施してきた行政サービス、あるいは地域サービス、公共サービス、こ

れをもう少し市民に参加していただく形で進めさせていただいたり、あるい

はまちづくりなどについては、民間の事業者から資金を投入していただくと

か、あるいはいろいろなノウハウを活用させていただくということもあわせ

てやっていかないと、なかなか思いどおりの事業ができてこない、それだけ、

今非常に厳しい扶助費等々の固定的な経費が増えてきている、硬直化してい

るというのは、これはもう大変な事実だと思います。 

         ですから、そういった知恵や工夫をしながら、あるいは皆さんと協力をし

ながらこういった事業に取り組み、できるだけ、それこそ少ない予算で大き

な効果を上げられる、そういった事業を展開していくということが必要であ

ると考えております。 

〇 朝日新聞   ほかに何か予算や組織改正でありますでしょうか。 

         なければ、それ以外の質問がある社は手を挙げてください。 

 

 

〇 時事通信   時事通信社です。 

         昨日総務省が発表した人口移動状況の関係で、ちょっと質問させていただ

きたいと思います。総務省の発表した人口移動状況によりますと、市区町村

別ではさいたま市さんが、２３区と大阪に次いで３番目になったということ

なんですけれども、そこについて今どのように受けとめているのか、教えて

その他：総務省が発表した人口移動状況ついて 
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いただけますでしょうか。 

〇 市  長   ここ数年については、「さいたま市まち・ひと・しごと創生総合戦略」な

どでも、人口増、特に若い世代にさいたま市に住んでいただこうという取組

を進めてきました。おかげさまで、特に転入の方々が非常に多いと、特に直

近のデータではありませんけれども、昨年までのデータでいっても、２０代、

３０代の方々が非常に多い、あるいは子どもたちの世代が、かなり多くさい

たま市を選んで住んでいただいていると思っております。 

         これから、やはり人口減少、あるいは急激な高齢化を、いかにソフトラン

ディングしていくか、緩やかなものにしていくということが、さいたま市の

大きな課題であると思っています。大きなトレンドでいうと人口減少は、こ

れは１０年後ぐらいと言われていますけれども、これは決して避けられるも

のではないと思っていますが、それをできるだけ緩やかなものにして、その

中でいろいろな対策をきちんと打っていくということが大変重要だと思っ

ております。 

         そういう意味では、これまで取り組んできたことも含めて、私たちがイメ

ージしている若い世代の皆さんに、他市から住んでいただいているというこ

とは、大変うれしい、ありがたいことだと思っております。 

〇 朝日新聞   ほかに何かありますでしょうか。よろしいでしょうか。 

         では、これで今回の市長会見を終わります。ありがとうございました。 

〇 進  行   以上をもちまして市長定例記者会見を終了させていただきます。 

         なお、次回の開催は３月６日水曜日、１３時３０分からを予定しておりま

す。本日はありがとうございました。 

 

午後２時２６分閉会 

 


